





















































































































（4）現時点では，『法学志林』113 号 1～4 巻（2015～2016 年）のいずれかに，拙
稿「いわゆる判例『評釈』の方法論についての覚書」（仮題）を公刊する予定で






























































































































































































ー）相続第 4 版』日本評論社，2002 年の中の和田幹彦・執筆，114─144 頁（民法 915─940 条の註







ル研究所，2007 年 3 月刊，70─73 頁。
（5）　拙稿「認知者は，民法 786 条に規定する利害関係人に当たり，認知者が血縁上の父子関係がな
いことを知りながら認知した場合においても認知の無効を主張することができるか（積極）」『判例














（2000 年 10 月号），20─23 頁，61─81 頁，鎌田薫「Bookshelf　民法研究ハンドブック」『法学教
室』241 号（2000 年 10 月号），37 頁，星野豊「『民法研究ハンドブック』批判」『筑波法政』35 号








（1953 年第 1版）1980 年（第 2版），29─40 頁のうち，39 頁。（『ハンドブック』307 頁にも所引。







セスは 2015 年 11 月 19 日。
（15）　「解釈」とは何か，は紙幅の制限もあり割愛する。「判例評釈」には「解釈」が含まれるという
共通理解を前提とするがゆえである。
